





































































務と報酬の対価性の原則が維持されていないこととなる。このことから、しばしば 取締役に対して 一方的な報酬額の変更が行われることなど、報酬のあり方が問われ こと 少なくない。　
会社法上、当該取締役の具体的な報酬の額が就任時決定さ




















































の決定額の枠内での支給である限り、問題とならないが、税法会社規模に不相当な高額報酬については損金としての処理を認めないなど 取り扱いをしているこ は、小規模閉鎖企業にお て高額報酬の実態があることを推察される。 ） 。　
また一方では、支給を受けないことや、就任中において支
給額が一方的に変更が される ど報酬の支給を取り巻く問題は少なくない。株主総会 お て、決議 た支給総額決定の枠内である限り、個々の取締役に対す 額の変更は、その旨のルールが事前に了知されている限り、直ちに会社法上の問 生じない 、一人会社や同族会社 よう 株主総会が形骸化している実態の中では、歯止めの い恣意的な支給も起こりうる。　
さらには、取締役とこれに対する報酬支給自体が本来の業
務執行とその対価としての意味を持た 「業務執行の対





























は、取締役の任期が原則二年の原則の下で の あり、これらの判決 、現行の会社法において、閉鎖会社においては
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ことを承知しながら、被告による原告の解任手続き後、不当解任であると主張するような対応をとったものというほかはないのであって、そのような原告が本件請求をするのは信義に反し、許されない。 」　「また、原告には…ボウリング事業を展開していくだけの能力がなかった」として、解任するについては正当な理由があったとして原告の請求棄却の判決をした。検討　定款で任期一〇年と定めた株式会社において、任期途中で






























ろである。また、唯一の株主であるＢが、原告の取締役報酬を定めたことをうかがわせる証拠もない。したがって、原告に具体的な取締役報酬請求権が発生しない… 」 「なお たとえ代表者であるＢについては株主総会決議を経ずに報酬が支払われているとしても、こ ことから原告に 報酬請求権発生するというこ にはならない。 」検討　
本判決は、従来からの最高裁判例を踏襲するもので、株主









































会において、役員報酬等の額を年額三六〇〇万円以内とする旨の決議がされ、原告の平成二〇 六月一九日付け取締役会において、被告に対する役員報酬を年額一五〇〇万円とする旨の決議がされた。したがって 被告は原告に対して月額にして一二五万円の役員報酬請求権を有しており、その二五か月分三 については、損害賠償請求権は成立しない。また、同三一二五万円は、上記各決議に基づく二五か月分の被告の役員報酬であり 被 不当に利得したものではない。
判旨　「‥その全額を法律上の原因なく利得したものといえるから、本件支払いはその全額が被告の不当利得となり、これについて原告の被告に対する利得金返還請求権が成立する。 」検討　平成一九年六月二一日付け定時株主総会における取締役の
報酬等の総額について 決議は、個々の取締役の報酬額の決定を後の取締役会 委ねる趣 であると解するのが合理的であるとする。したがって各取締役の具体的報酬は、委任を受けた取締役会の決定により確定するのであって、本件のよう



































































判旨　「被告会社は原告Ａに対し平成二〇年三月から五月まで月額四五万円の報酬を支払ったこと、被告Ｄは自宅待機中であった原告Ａに対し電子メールにて同原 の役員報酬の減額はない旨伝えていること、被告Ｅは原告Ａの報酬額について異議を述べたことはなかったことが認められる。そうすると、原告Ａの報酬額につ ては、自宅待機中も含めて月額四五万円であり、この額であ につき、株主総会 決議こそなかったもの 被告会社の発行済み株式総数のうち約七割を所有していた被告Ｅの
（黙示の）
同意があったと認め






































たが、被控訴人は 役員報酬については株主総会の決議がない、取締役として 職務を執行して ないと て、控訴人の請求を拒否した。
判旨　「被控訴人の事業は、相続人による管理の委託…に基づいて行われていたものであって、…その収益の分配を、取締役報酬として請求されたとしても、被控訴人においては、信義則上、株主総会の開催がないこと、あるいは、現に控訴人が取締役とし の職務を執行して ないことを理由に、…取締














































しており、決議がない以上支給し得ないとする。これは、もっぱら、取締役によるお手盛り防止にあ とされ ものであるから、決議を経ない違法な支給で 事後総会の了解を減れば適 ものとされる。小規模閉鎖会社の実情にあっては、従来から株主総会を開催せず報酬旨支給することが少なくなく 指摘 受けて、事後承認すること 少なくない。　
事後の株主総会において、決議により既に支払済みの本件
役員報酬の支払を適法有効なものとすることが許される以





きるよう職務に当たることを求め おり 取締役には、に応え ための適切な対価と て報酬が支給されなければならない。しかし、小規模閉鎖会社における取締役の報酬支給の実態は、本来あるべき取締役のあり方とは異なる支給状況が少なからずある。　
判例からは、報酬が本来の取締役の業務執行の対価として
のものとして相当ではないケースが見て取れる。一方的な
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締役への報酬不支給や減額といった状況があり、また、業務執行の対価とはいえない、取締役への報酬支給の名目を利用した金銭授受である。判例の動向は、報酬規制のあり方について、株式会社の理念の下で、実態を踏まえて、適切な運用を求め いるといえるであろう。　
会社法は、取締役への報酬支給について、株主総会におい
て決定することを求めているが、小規模閉鎖会社の現状はこの株主総会が適切に機能していない。本来あるべき取締役の機能を適正化する意味からも、株主総会と報酬規制のあり方についての再検討が必要である。
（ふじむら・ともき
　
東洋大学大学院法務研究科教授）
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